
方針

地域性や現入居者のニーズに応じた住替え先等を総合的に考慮しながら、

耐用年数を迎えた団地の用途廃止等により、適正な管理戸数（▲20％～▲42％で検討）とする。

今後の市営住宅のあり方及び高平団地建替事業について

・「公共施設等総合管理計画」→2055年までに20%削減する・2055年までに耐用年限を迎える団地→約5,570戸（42%）

適正な管理戸数とするために（R4～R5で検討）

① 用途廃止をする団地
② 集約をする団地
③ 修繕をして維持する団地

背景・現状

・耐用年数や立地、県営住宅や民間賃貸住宅
の分布状況等を多角的、総合的に検討し各
団地を分類

・住宅困窮世帯の算出

・高度経済成長による人口増加・住宅確保に対応するため、昭和50年代頃から大量に整備した市営住宅が一斉に耐用年限

を迎えるが、人口減少や少子高齢化社会の進展により、現状の規模で維持するのは、維持管理費用の捻出が困難

・管理戸数：13,228戸（R4.4.1時点）

・人口100万人以下の政令市において、管理戸数は2番目に多く、十分供給できている状況（平均約6,300戸）

・2,000戸程度（約15%）が空室となっている

スケジュール案

2023年度（R5年度）2022年度（R4年度）

住宅困窮世帯の算出

民間賃貸住宅の把握

用途廃止又は
集約建替の
選択手法の検討

用途廃止の実施
スキームの策定

市営住宅の用途廃止
及び集約建替えの候補

検討

用途廃止・集約
建替の点取表の
検討・決定

計画修繕・工事の
内容精査

計画修繕・改修工事の
実施方針の検討

ライフサイクルコスト縮減効果の検証

計画修繕の候補検討

用途廃止及び
集約建替え等
実施

適宜、政策会議、熊本市住宅審議会等を経て議会報告
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2024～2055
（R6～R37年度）

資料A-12



■高平団地の概要

【所 在 地】 熊本市北区高平２丁目

【建築年度】 昭和３８年～昭和４１年

【敷地面積】１６，０１９．６８㎡

【構造規模】 中層耐火４階 ４棟 ９６戸

簡易耐火２階 １５棟 ７８戸

全 １９棟 １７４戸

【都市計画】 第一種中高層住居専用地域

都市機能誘導区域・居住誘導区域

【学 校 区】 高平台小学校

高平台小学校

高平団地

現 状

：都市機能誘導区域

：居住誘導区域

Google earthより

建替事業の概要

余剰地

調整池

余剰地

【計画配置図(案)】

R9入居～
R9入居～

R12入居～

R9入居～
6F

6F

6F

4F

スケジュール

今後の市営住宅のあり方及び高平団地建替事業について

○高平団地の敷地に、同一校区内の団地等を考慮し、集約整備予定

（約150戸）

○現入居者の住替え先は、他の市営住宅も含め必要分確保予定

背景

〇市営住宅長寿命化計画
（2019.3 改定）

・高平団地を建替えに位置付け

・住宅困窮者に低廉な家賃で入居させるために市営住宅を設置

・将来都市構造の形成と人口密度の維持のため「居住誘導区域」へ集約を検討

・地域コミュニティの維持と生活圏に配慮し同一校区内で集約を検討

・民間賃貸住宅を住宅セーフティネットとして利活用

2

R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024) ～ R12(2030)

民間事業者参入による団地建替事業

の可能性や優位性等について検証

「主な検証結果」

・直営で行うより、事業削減効果が

見込める（約4％）

・団地入居者移転業務など、民間事

業者に委託することの優位性を確認
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民間事業者選定選定に向けた、

専門家を交えた事業実施方針の策定

「主な検証結果」

・民間事業者へ委託する業務範囲

・供給戸数や余剰地の利活用方針

・業務執行における市と事業者のリスク分担

など

・高平団地建替事業

R5(2023)～R12(2030)予定
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